
１.避難行動要支援者支援制度
                         とは



避難行動要支援者支援制度設立の背景

災害において、高齢者や障がい者が犠牲となる割合が高い

→災害における全体の死者数のうち、65歳以上の高齢者の死者数

平成23年 東日本大震災 約57%

令和元年 台風第19号 約65%

令和2年 7月豪雨 約79％

避難行動要支援者支援制度

こうした方々を救うための仕組みが必要



避難行動要支援者支援制度とは

避難に支援が必要となる方（避難行動要支援
者）の名簿の平時からの共有や、個別避難計画の
作成により、地域において災害時に円滑な避難支
援を実施することを目的とした制度

災害の規模が大きいほど、公助は困難
災害時に命を守るためには、自助・共助が重要

「地域の助け合いの制度」

自助
精一杯自らの
命を守る行動公助

警察や消防など
による救助活動

共助
可能な範囲で
避難支援活動



制度の沿革

年月 内容

平成16年7月
新潟・福島豪雨などの梅雨前線豪雨、台風等

 ⇒国がガイドラインを作成（平成18年3月）

平成17年度 新潟市災害時要援護者支援制度を開始

平成23年3月 東日本大震災

平成25年度
災害対策基本法の一部改正

 ⇒・災害時要援護者を避難行動要支援者へ
 ・名簿の作成が市町村の義務化

平成29年4月
新潟市、「災害時要援護者支援制度」を
「避難行動要支援者支援制度」に移行

令和3年5月
災害対策基本法の一部改正
⇒個別避難計画作成が市町村の努力義務化



避難行動要支援者とは

★在宅で、自力で避難することが困難、かつ、
避難支援が必要な方

● 高齢者（７５歳以上のみの世帯の方）

● 要介護認定３以上

● 身体障害者手帳１、２級

● 療育手帳Ａ

● その他、避難支援を希望する方



避難行動要支援者名簿

全体名簿

市が作成する名簿は2種類

全体名簿の対象者から外部提供についての同意を得て作成

名簿掲載要件に係る情報を収集して作成

同意者名簿

全体名簿 同意者名簿※

名簿共有先
平時：市役所(消防署含む)
災害時：警察など

警察、自治会・町内会、民
生委員、市役所(消防署含む)

活用方法
避難行動要支援者の救助・
救援、避難支援

平時：要支援者の把握、支援
方法検討、避難訓練

災害時：避難支援

名簿掲載者数 約42,000人(R7.6時点) 約17,000人(R7.6時点)

年に2回更新

※同意者名簿には、一覧名簿と個人名簿の２種類の名簿がある



個別避難計画

個別避難計画とは…
災害時における避難支援活動の実効性を高めるため、避難支援
実施者や避難先などをあらかじめ記載した一人一人の避難支援プラン

対象者 避難行動要支援者同意者名簿登載者

作成主体 自治会・町内会、自主防災組織、福祉専門職など

計画記載内容
要支援者本人の状態像、避難先、要支援者宅近辺のハ
ザード状況、発災時の避難支援等実施者、避難支援方
法 など

活用方法
平時：避難訓練
災害時：避難支援

現状 令和3年5月の法改正後、令和５年度から新様式

※新潟市では、個人名簿の裏面に様式を掲載。地域に配布し、作成を呼びかけ。



２.個別避難計画作成の推進



令和３年５月 災害対策基本法の改正

改正のポイント

ポイント１

個別避難計画の作成が市町村の努力義務化

作成優先度が高い要支援者について概ね５年で作成に取り組む

ポイント２

優先度が高い要支援者の個別避難計画の作成に福祉専門職の関与が求

められた

ポイント３

避難支援等実施者、その連絡先、避難先など、個別避難計画に記載す

べき事項の追加



新潟市の作成方針

・福祉専門職(ケアマネジャーや相談支援専門員等)による、
個別避難計画作成の推進

令和３年５月の法改正を受け、
個別避難計画作成をより一層推進

・個別避難計画の様式を改定

・作成の優先度の高い要支援者の把握

法改正時点の取組状況

・計画作成主体は、地域のみ

・市は計画作成を地域に呼びかけるにとどまる

・個別避難計画様式の記載事項が不足



計画様式の改定
改定前 改定後



計画様式の改定



計画様式の改定



計画様式の改定



作成優先度の高い要支援者の把握

ハザード種類 ハザードの状況

津波
基準水位2ｍ以上かつ、津波が120分未満で
到達する区域（津波災害警戒区域）

洪水
浸水3ｍ以上又は家屋倒壊氾濫想定区域
及びその近接地（30メートル）

土砂災害
土砂災害警戒区域内及びその近接地（15
メートル）

全市で約1,000人 （令和7年6月時点）



新潟市総合ハザードマップ
・南区版総合ハザードマップ（各中学校区）
・白根北中学校区（R7.3修正）

ハザードマップの例 ①



ハザードマップの例②





福祉専門職による計画作成の推進

市
・要支援者データ作成・抽出作業
・個別避難計画作成に関する説明会での制度・取
組の説明、協力依頼

地域包括
支援センター

・個別避難計画作成に関する説明会（居宅介護支
援事業所、障がい者基幹相談支援センター等向
け）の開催

福祉専門職
(ケアマネジャー・
相談支援専門員)

・要支援者本人へ計画作成に同意するか確認
・本人が同意した場合、計画作成

地域の
避難支援者

(自治会・町内会)

・地域における避難支援体制の検討・実施
・要支援者本人が計画作成に同意した場合、
  計画を福祉専門職とともに作成

関係機関の主な役割



福祉専門職による計画作成の推進

要支援者本人に、計画作成に同意するか確認、署名依頼。
※同意しない場合は、終了。市へ報告。
ハザードマップを確認しながら個別避難計画作成。
作成したもの（原本）を、区に提出。

区
地域総務課

本人へ原本、複写し自治会、福祉事業所へ送付。
※委託料を計画1件あたり7,000円防災課から支払い（請求書払）

福祉
事業所

該当の自治会長に連絡後、要支援者の計画書を送付。

自治会
自治会にて本人の避難先・支援方法を確認し、避難支
援者の欄を埋め区に提出。

区
地域総務課
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